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グロービス 

ニュースリリース 

役員の86%が「十分な準備機会がないまま」就任、幅広い領域で知見強化を求める実態 　グ

ロービス、役員290名を対象とした「役員育成に関する実態調査」を発表 

 

株式会社グロービス（東京都千代田区、代表取締役：堀義人）は、国内企業の役員290名を対象に「役員育成に

関する実態調査」を実施しました。 

本調査により、役員の約86%が、体系的で十分な準備機会がないまま役員に就任していることが明らかになりま

した。また、役員が今後、知見を強化したい領域は複数にわたる一方、約61%が「スケジュール確保（多忙）」を学

びの障壁として挙げており、継続的な学びを支える仕組みの必要性がうかがえます。 

 

グロービスは本調査結果を通じて、役員育成を経営の課題として捉え、企業の経営チーム強化と日本企業の持

続的な成長に向けた取り組みを推進してまいります。 
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■調査実施の背景​

コーポレートガバナンス改革の進展に伴い、上場企業には取締役会の実効性向上が求められています。また、

DX・AIの戦略活用や組織変革、次世代リーダーの育成など、役員が向き合う経営課題も複雑化しています。​

一方で、日本企業では「優秀な人材が役員になれば、自ら学び成長していく」という前提が根強く、マネジャー

層に比べて役員層の育成機会は十分に整備されていないと指摘されています。役員に求められる役割が高度

化する中、役員が管掌を越えて全社視点で経営に関与し、複雑化する経営課題に向き合うために必要な知見・

学びを支える仕組みが必要となっています。​

そこでグロービスは、役員に必要な就任前後の準備・知見・学びの実態と課題を把握し、実効性のある役員育

成のあり方を検討するため、本調査を実施しました。 

 

 

■調査サマリ 

1.役員の約86%が「十分な準備機会がないまま」就任 

役員就任時に「体系的で十分」な準備機会があったと回答した役員は約14%。一方、約86%が「一定あったが不

十分」「独学・手探り」と回答しました。 

 

2.難易度が高い経営課題の最多回答は「次世代リーダー育成・組織文化変革」、役員自身も育成の知見を求め

ている 

難易度の高い経営課題として最も多く選択されたのは「次世代リーダー育成・組織文化変革（約68%）」。同項目

を選択した役員の約76%が、今後「組織変革・次世代育成」の知見を強化したいと回答しました。 

 

3.約64%の役員が、管掌を越えた全社テーマへの関与に課題 

役員の約64%が、管掌外の全社テーマへの関与について、「一部テーマに不安がある」「関与できていない」と回

答しました。自身の管掌外の全社テーマに「積極的に関与できている」と回答した執行役員は約18%にとどまりま

した。一方、取締役では約52%が「積極的に関与できている」と回答しており、管掌外のテーマへの関与度につ

いて、執行役員と取締役の間で大きな差が見られました。 

 

4.役員は複数の領域で知見強化を求める一方、学びの時間確保に課題 

役員は今後知見を強化したい領域について、1人あたり平均3.2領域を選択しており複数の領域で知見を高め

たいニーズがあることが明らかになりました。一方、約61%が「スケジュール確保（多忙）」を学びの障壁として挙げ

ました。 

 

5.社外取締役経験者の約87%が、経営陣のスキル不足が議論の質や、意思決定のスピードに影響すると回答 

社外取締役経験者の約87%が、経営陣のスキル不足が取締役会などの議論の質や意思決定スピードに影響す

ると回答しました。 
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■調査結果詳細 

1.役員の約86%が「十分な準備機会がないまま」就任 

役員就任時の準備機会について、「独学・手探り（42.1%）」、「一定あったが不十分（43.8%）」と回答した役員は合

わせて85.9%にのぼり、約86%が十分な準備機会を得ないまま就任している実態が明らかになりました（図1）。「体

系的で十分」な準備機会があったと回答した役員は14.1%にとどまりました。 

​

（図1） 
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また、企業規模を問わず、「体系的で十分」と回答した割合はいずれも15%以下でした（図2）。さらに、就任1年未

満の役員においても約71%が準備不足を感じていました（図3）。 

これらの結果から役員就任時の準備については、企業規模や就任からの期間にかかわらず、十分な機会が提

供されていないケースがあることがうかがえます。 
 

（図2） 

 

（図3） 
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2.難易度が高い経営課題の最多回答は「次世代リーダー育成・組織文化変革」、役員自身も育成の知見を求め

ている 

役員が「難易度が高い」と感じている経営課題として、「次世代リーダー育成・組織文化変革（68.3%）」が最多と

なりました。続いて、「既存事業の再定義・収益改善（56.2%）」「デジタル・AIによるビジネスモデル変革（56.2%）」

「新規事業の創出・多角化（55.5%）」がいずれも55%を超える回答となりました（図4）。 
 

（図4） 

 

 

難易度の高い経営課題として「次世代リーダー育成・組織文化変革」を選択した役員（N=198）に、今後知見を

強化したい領域を尋ねたところ、「組織変革・次世代育成」が約76%と最も高い結果となりました（図5）。 

一方、役員全体に今後知見を強化したい領域を尋ねたところ、「DX・AIの戦略活用（64.8%）」が最も高く、次いで

「組織変革・次世代育成（63.4%）」となりました（図6）。 

経営課題が複雑化する中、役員層では、課題を認識するだけでなく、その対応に必要な知見を自ら強化してい

く必要性が高まっていることがうかがえます。 
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（図5） 

 

（図6） 
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3.約64%の役員が、管掌を越えた全社テーマへの関与に課題​

自身の管掌領域以外の経営テーマが議論される際の関与について、「一部テーマに不安がある（45.2%）」、「関

与できていない（18.9%）」と回答した役員は合わせて約64%にのぼり、管掌を越えた全社テーマへの関与に何ら

かの課題を感じている役員が多いことがわかりました（図7）。 

 

（図7） 

 

 

役職別に見ると、「積極的に関与できている」と回答した割合は、取締役では約52%だったのに対し、執行役員で

は約18%にとどまりました。執行役員では「一部テーマに不安がある（51%）」、「関与できていない（31%）」と回答し

た割合が取締役より高く、執行役員のほうが、管掌外の全社テーマへの関与に課題を感じていることがわかりま

した（図8）。 

 

管掌領域以外の経営テーマの議論に関与する際の障壁として、「該当領域に関する体系的な専門知識の不足

（39.7%）」が最も多く、次いで「該当領域に関する最新トレンド・技術知見の不足（27.9%）」、「他の担当役員への

遠慮や、役割分担の意識（26.9%）」、「全社俯瞰で議論するための経営視点・思考法の不足（19.0%）」が挙げら

れました（図9）。 

これらの結果から、役員育成は個々の役員の知識やスキルを高めるだけでなく、管掌を越えて全社課題を捉

え、経営チームとして議論・意思決定する力を高める視点が重要であることが示唆されます。 
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（図8） 

 

（図9） 
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4.役員が知見を強化したいテーマは複数にわたる一方、時間確保が課題 

「今後知見を強化したい領域」を聞いたところ、選択肢として用意した「該当なし」を選んだ役員は0名でした。全

回答者が、今後知見を強化したい領域を1つ以上選択し、その数は1人あたり平均3.2領域でした。役員が幅広

いテーマで知見をアップデートする必要性を感じていることがわかりました（図10）。 

 

（図10） 

 

 

一方、学びの時間を確保するうえでの障壁として最も多く挙げられたのは「スケジュール確保（多忙）（61.0%）」で

した（図11）。また、これまでの経験から自身の成長に最も寄与した学習手法としては「他流試合（58.3%）」（図12

）が、意欲的に参加したいと思う学習形態としては「短時間・高頻度（月1回2時間）（48.3%）」が、それぞれ最も高

い割合となりました（図13）。 

役員が知見を強化したいテーマは複数にわたる一方、学習機会への参加には時間の確保が課題となっていま

す。こうしたニーズに応えるには、多忙な役員が参加しやすく、継続しやすい学習機会の設計が重要だと考えら

れます。 
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（図11） 

 

（図12） 
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（図13） 
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5．社外取締役経験者の約87%が、経営陣のスキル不足が議論の質や、意思決定のスピードに影響すると回答 

社外取締役経験者（N=61）の約87%が、「経営陣のスキル不足は、取締役会での議論の質や意思決定スピード

に影響する」と回答しました（図14）。 

 

（図14） 

 

 

また、社外取締役経験者が、経営陣（執行側）についてさらなる知見のアップデートやスキルの強化が必要だと

感じた領域としては、「ガバナンス・資本効率経営（49.2%）」が最多となりました（図15）。 

さらに、社外取締役経験者が、取締役会の監督機能の実効性を高めるために会社側に望む支援・情報提供と

しては、「現場視察・キーマンとの対話（52.5%）」が最多となりました（図16）。 

役員育成は個々の役員の能力開発にとどまらず、取締役会や経営チーム全体の実効性にも関わるテーマであ

ることが示唆されます。 
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（図15） 

 

（図16） 
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本調査から、役員育成には、就任前後の準備、複雑化する経営課題に対応するための知見、管掌を越えて全

社視点で経営に関与する機会、そして継続的に学ぶための時間や仕組みが必要であることが示唆されます。ま

た、役員は今後知見を強化したい領域を複数持つ一方で、多忙による時間確保が学びの障壁となっていること

も明らかになりました。 

 

■役員育成に必要な4つの設計要素　 

今回の調査結果を踏まえると、就任前後の準備から、継続的な学び、管掌を越えた議論の場まで役員育成を一

貫して設計し、経営チーム全体の力を高めていくことが重要だと考えられます。​

グロービスでは、これまでも役員・次世代経営層向けプログラム「知命社中」などを通じて、経営に必要な知と視

座を磨き、経営チームの変革を支援してきました。知命社中は2026年3月に第10期を修了し、これまでに累計

270名、70社の企業から経営人材が参加しています。 

 

今後も、こうした実践で培った知見をもとに、企業の経営課題を起点として、以下の4つの設計要素を軸に、企業

ごとの課題に応じたエグゼクティブ向け支援を行ってまいります。プロジェクトの設計・実行から振り返りまで一貫

して伴走し、体系的な経営知と実践的なファシリテーションを組み合わせながら、経営チームの変革や次代を担

う経営人材の育成を支援してまいります。 

詳細はこちらをご覧ください。​

（https://gce.globis.co.jp/create-the-future-and-the-organization/our-approach/） 

 

（1）就任前後のオンボーディング​

役員としての役割を担うために必要な知識・スキルを、就任前後から体系的に身につける機会を提供します。​

​

（2）自社の「育成の設計図」をもつ​

サクセッションプランや育成体系を整備し、次世代の経営人材を継続的に育成する仕組みづくりを支援します。​

​

（3）管掌を越えた全社視点の対話​

役員が自社の経営課題について管掌を越えて議論し、経営チームとしての視座を高める場を提供します。​

​

（4）継続学習を支える仕組みと文化​

役員が多忙な中でも継続的に学び、学びを経営に活かせる仕組みを整備します。​
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■本調査レポートのご案内 

本調査結果をまとめたレポートは、以下からダウンロード可能です。

https://pages.globis.co.jp/gce_wp_1142.html 

※ダウンロードには、お名前・メールアドレス等のご入力が必要です。 

 

■調査概要 

●​ 調査名：「役員育成に関する実態調査」 
●​ 調査期間：2026年5月 

●​ 調査方法：Webアンケート（当社と接点のある企業の役員層に配信） 

●​ 調査対象：国内企業の役員層（取締役・執行役員等）※うち社外取締役経験者を含む 

●​ 有効回答：290名（うち社外取締役経験者61名） 

 

※本調査は、グロービスと接点のある企業の役員層を対象としたものであり、全役員層の代表値ではなく、役員

育成に関する実態や傾向を把握するための参考値として扱っています。 
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◆グロービスの法人向け人材育成サービス（https://gce.globis.co.jp/） 

グロービスの法人向け人材育成サービス（GLOBIS Corporate Education）は、企業の経営課題に応じて「スクール

型研修」「集合研修」「アセスメント・テスト（GMAP）」「学習管理システム（GLOPLA LMS）」など、多彩な研修ソリュー

ションを提供しています。2026年4月末時点で延べ3,600社（年間）以上の企業に導入されており、企業の人材育

成・組織開発・事業開発において豊富な実績を誇ります。さらに、日経平均銘柄企業に選ばれた上場企業225社*

の約88%が導入しており、幅広い企業から高い評価と支持を得ています。集合研修は、日本語・英語・中国語のに

対応し、マルチタイムゾーンでオンラインに加え、国内外の希望地で実施が可能です。グロービスはこうした柔軟な

研修提供を通じて、企業の持続的な成長を力強く支援しています。 
* 「日経平均株価」は日本経済新聞社の著作物です 

 

 

 

​

◆グロービス （https://globis.co.jp）​

グロービスは1992年の設立以来、「経営に関するヒト・カネ・チエの生態系を創り、社会の創造と変革を行う」こと

をビジョンに掲げ、各種事業を展開してまいりました。「ヒト」の面では、グロービス経営大学院に加え、スクール

型研修や集合研修など法人向け人材育成サービスを展開するグロービス・コーポレート・エデュケーション、e

ラーニングや定額制動画学習サービス「GLOBIS 学び放題」などを提供するグロービス・デジタル・プラット

フォームにより、リーダーの育成を推進しています。「カネ」の面では、ベンチャー企業への投資・育成を行うベン

チャー・キャピタル「グロービス・キャピタル・パートナーズ」を運営、「チエ」の面では、出版事業ならびにオウンド

メディア「GLOBIS 学び放題×知見録」を通じて知の発信を行っています。さらに社会における創造と変革を促

進するため、一般社団法人G1によるカンファレンス運営、一般財団法人KIBOWによる震災復興支援および社

会的インパクト投資などの活動を展開しています。 
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グロービス： 

学校法人グロービス経営大学院 

・日本語（東京、大阪、名古屋、福岡、オンライン）／英語（東京、オンライン） 

 

株式会社 グロービス 

・グロービス・エグゼクティブ・スクール 

・グロービス・マネジメント・スクール 

・企業研修 

・出版／電子出版 

・「GLOBIS 学び放題×知見録」／「GLOBIS Insights」 

・「GLOBIS 学び放題」／「GLOBIS Unlimited」 

 

グロービス・キャピタル・パートナーズ株式会社 

顧彼思（上海）企業管理諮詢有限公司 

GLOBIS Asia Pacific Pte. Ltd. 

GLOBIS Asia Campus Pte. Ltd. 

GLOBIS Thailand Co., Ltd. 

GLOBIS USA, Inc. 

GLOBIS Europe BV 

GLOBIS Manila Inc. 

PT. GLOBIS Indonesia Hub​

GLOBIS Taiwan Co., Ltd. 

GLOBIS Middle East（Commercial Representative Office）   

 

その他の活動： 

・一般社団法人G1 

・一般財団法人KIBOW 

・株式会社茨城ロボッツ・スポーツエンターテインメント 

・株式会社LuckyFM茨城放送 

 

 

【取材に関するお問い合わせ先】 

グロービス 広報室　担当：土橋涼、杉田友紀 

E-MAIL：pr-info@globis.com 
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